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外国人労働者の労働条件管理について 

  

令和７年６月 24 日（火曜日） 

群馬労働局 労働基準部 監督課 

 

１．群馬労働局内の外国人労働者相談コーナーの相談の状況 

 ① 令和６年 1年間の相談状況 

⑴ ポルトガル語（太田労働基準監督署） 

   ・永住者等（永住者や日本人配偶者など）からの相談が約 98％でほとんどを占める。 

    

⑵ スペイン語（太田労働基準監督署） 

   ・永住者等（永住者や日本人配偶者など）からの相談が約 99％でほとんどを占める。 

    

⑶ ベトナム語（群馬労働局労働基準部監督課） 

    

   ・技能実習生 75件、特定技能 47件、留学生１件、その他（専門的・技術的分野の

在留資格・特定活動）86件、永住者等２件、不明 18 件の内訳で多様であるが、技

能実習生と特定活動、特定技能の方からの相談が特に多い。 

 ② 相談内容 

⑴ ポルトガル語（太田労働基準監督署） 

   ・労災請求→解 雇 そ の 他 契 約 一 般→賃金→労働時間→いじめ・嫌がらせ→安全衛生 

 

⑵ スペイン語（太田労働基準監督署） 

   ・労災請求→解 雇 そ の 他 契 約 一 般→賃金→労働時間→安全衛生→いじめ・嫌がらせ 

 

⑶ ベトナム語（群馬労働局労働基準部監督課） 

   ・解 雇 そ の 他 契 約 一 般→賃金→労災請求→入管法→安全衛生→技能実習制度→労働時間 

 

  結論⇒ いずれ在留資格の外国人についても解雇その他契約一般や賃金、といった基本的 

な一般労働条件に関する相談のほか、労災に遭ってしまった場合の相談が多くを占 

めている。 
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２．主な労働基準関係法令について 

「外国人技能実習生のみなさんへ～日本における労働基準関係法令について～）と題したリー

フレットと、さらに、「労働条件ハンドブック」と題したリーフレットをお配りしました。 

 

 

 

 ２ページの「日本の労働基準関係法令には以下のようなものがあります。（抜粋）。」と記載され

たページをご覧ください。 

  

 

①労働条件の明示（第 15 条）…様式（ひな型）が厚生労働省ホームページ等に掲載 

労働条件通知書に約定した労働条件を記載し、これを交付して明示することは、労使間の労働 

紛争の防止のためには、大変重要なツールで、使用者を守ることにもなることをご認識いただき

たい。様式が貼り付けられているホームページのリンク先の２次元コードを貼り付けました。 

 

   是非、参考にしていただき、書面の交付によって明示いただくとを徹底ください。 

 

②強制貯金の禁止（第 18 条）…この規定は貯蓄金を管理すること自体を禁止したものではな    

いですが、本人から要望があったとしても通帳等を預からな 

いよう求めています。 

  

③賃金の支払（第 24 条）…賃金に関しては、法令に定めの場合か、労使協定で賃金控除に関 

する協定書を締結した場合に、寮費や食事代等といった事理明白 

なもの以外を賃金から控除して支払うことを禁止しています。 

 

 ④労働時間（第 32 条、34 条、35 条）、40 条、41 条 

… このリーフレットには記載されていませんが、労基法の第 40条、第 41 条も労働時間

等に関する大切な定めを規定した条文ですので、ご案内します。 

      32 条、40条には、週 40 時間、1 日８時間（法定労働時間）を定めています。 

但し、労基法第 40 条により、商業、接客娯楽業、社会福祉施設などの限られた業種で、

常時使用する労働者が 10 人未満である事業場については、週の法定労働時間が 40 時間

ではなく 44 時間とされているものもありますので、念のためご案内申し上げます。 
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このほか、労基法第 41条第 1号の規定に基づき、農業、畜産業、水産業は、労働時間

や休憩、休日に関するすべての規定を適用しない、と規定されています。 

しかし、資料の４ページの（１１）に「農業、畜産、水産業については、この規定が

適用されませんが、農業分野における外国人技能実習生については、農林水産省の指導

により、この規定に準拠して取り扱うこととされており、技能実習計画はこの規定に準

拠した取扱いとなっている必要があります。」記載されていることに注意してください。 

 

 

 

 

   ⑤ 時間外労働、休日労働及び深夜労働の割増賃金（第 37 条） 

     法定労働時間及び法定休日に関しては、法定労働時間や法定休日に労働させる必要が 

ある場合に、36 協定の締結と届出が必要となりるもので、こうした法定の時間外労働や 

休日労働を行わせた場合には、法定の割増賃金（残業代）を支払う必要がある。 

 

 

 

 

 

   ⑥ 年次有給休暇（第 39 条） 

… 所定労働日の８割以上出勤すれば、半年後 10日、1年６か月後には 11日、2年６か

月後には 12 日の年次有給休暇が発生し、この付与するべき年休の日数のうち、最低で

も５日間は、有給休暇が発生する基準日から１年以内に付与する必要があります。 

 

 

 

 

 

   ⑦ 安全衛生教育（第 59 条）…雇入れ時又は作業内容を変更した場合には、従事する業務

に関する安全衛生教育を実施しなければならないことを義務付けている。（雇入れ時の教

育や法令で決められた業務に従事させる者に行うことが義務付けられた特別教育などが

これに当たります。） 
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     安全衛生教育に使用できる資料が公開されているホームページの２次元バーコード 

 

     上記はここに、14言語に対応した、外国人労働者向け安全衛生教育教材が保存された

厚生労働省のホームページのリンク先の２次元バーコードです。 

     こにには、安全衛生教材として使用いただくことができる動画や教材が保存されてい

ます。 

 

 

     また、下方には、技能実習生向けの安全衛生マニュアルを作成し、公表している資料 

もあります。お使いいただけそうなマニュアルがあれば、是非、ご使用ください。 

 

 

就業制限（第 61 条）…技能講習の修了や免許の取得を必要とする危険又は有害業務に 

 就かせる場合には、日本人労働者の場合と同様、法定の資格を取得させる必要がある。 

 

 

   健康診断（第 66 条）…雇入れ時健診、定期健診のほかにも、有害業務に従事させる場合 

には、別途特殊健診を半年に 1回、受診させる必要のある業務や作業がある。 

 

 

３．技能実習生に対する人身取引    

12 ページをご覧ください。 

 ① 強制労働 

 ② 中間搾取 

 ③ 暴力・脅迫・監禁・その他の強制力 

④ 権力の濫用またはぜい弱な立場に乗じた行為 

などの事象を挙げておりますが、こうした事象を伴った労働基準関係法令違反が監督指導時に 

確認されたした場合には、人身取引のおそれが高いものとして、今後も司法警察権限を行使する 

など、厳正に対応する方針です。 

以上 
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技能実習生向け 安全衛生マニュアル一覧 
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技能実習生を受け入れている事業主の皆さま

技能実習生に対するその行為は

人身取引です

※ 労働搾取目的の人身取引に該当する事案とは、
①法人または個人が財産上の利益を得る目的で、
②暴力の行使、脅迫、監禁、詐欺、権力の濫用またはぜい弱な立場に乗ずるなどの手段を用いて、
③加害者の影響下から離脱することを困難な状態に置いた上で、労働者の意思に反して働かせる
の３つの要件を満たすものです。

解雇されたら行くところがないといった
技能実習生の弱い立場につけ込み、
「解雇する」「帰国させる」などと言って
働かせることも、この手段に該当する可能
性があります。

労働者の意思に
反して働かせる
行為

職場内の上下関係
を利用して、
相手の弱い立場に
つけ込む など

以下の手段で、技能実習生を従わざるを得ない状況にして、労働基準関係法令に
違反して働かせる行為も人身取引に該当する可能性があります。

第三者が労働者の賃金の
一部を不当に得る（いわ
ゆる「ピンハネ」）行為

暴力、脅迫、監禁の
ほか、怒鳴る、殴り
かかろうとする など

以下のような行為で技能実習生に恐怖を与え、
働かせると、この手段に該当する可能性があります。

・頭を小突いたり肩を叩く
・住居から無断で外出を禁じ、
勝手に外出すると罰金を取ると脅す

・語尾に「アホ」などの言葉を付けて
強い口調で注意する など

都道府県労働局

強 制 労 働 中 間 搾 取

以下の行為も「人身取引」となる可能性があります

暴力、脅迫、監禁
その他の強制力

権力の濫用または
ぜい弱な立場に乗ずる

！

技能実習生に対する「強制労働」や「中間搾取」などは、人身取引に該当する
可能性があります。絶対にやめましょう。

人身取引※は、重大な人権侵害であり、犯罪です
！
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